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長崎県立大学　田代智治
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１．はじめに

中小企業の国際化研究は，中小企業の国際化の増加にともない関連する研究が
蓄積されている。これまで，４度刊行され日本の中小企業研究を10年ごとにまと
めた『日本の中小企業研究』では，中小企業の国際化研究のテーマが設定され，
中小企業を含む企業の国際化レビュー研究がいくつか存在するなど（桑名，
2023；丹下，2023），日本の中小企業研究における「国際化」は重要なテーマで
ある。そこで本研究では，1970年代から2010年までの中小企業の国際化研究にか
かる文献を体系的に整理し，その動向を確認していく。具体的には，国際ジャー
ナルで採用される，文献を恣意的に選択するのではなく，透明性・再現性のある
システマティック・レビュー（Tranfield et al., 2003）に準拠した方法で研究を
進め，刊行傾向や引用分析を行い，これまでの研究潮流を明らかにしていく。

２．研究方法

レビュー対象となる論文を選定するにあたり，これまで４度刊行された『日本
の中小企業研究（書誌編）』をデータベースとした。『日本の中小企業研究』は
1985年から2013年まで凡そ10年ごとに発行され，中小企業研究を研究テーマごと
に分類し整理してまとめられている。まず本研究では，研究分類の中で「中小企
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業と国際化」もしくは「中小企業とグローバリゼーション」研究に該当する3,011
本の論文データの内，書籍（26本），重複する論文（13本），著者名記載が無いも
の（13本）を除外し2,959本を抽出した。次に，これら抽出された論文の内，日
本の代表的な中小企業研究ジャーナルである「商工金融」，「日本中小企業学会論
集」，「中小企業季報」に掲載された論文126本を選定した。126本から懸賞論文（９
本），会議録・会議でのスピーチ（16本），要旨（３本），論壇・エッセイ（３本），
過去の研究まとめ（２本），重複した論文（１本）の計34本を除外し，92本の論
文を本研究の分析対象とした。最後に，対象論文の参考文献リスト，文末脚注，
文中脚注に掲載された引用情報を抽出し，エクセルデータに落とし込んだ。

３．分析結果

３－１．データの特徴
本研究の分析対象である92本の論文の傾向と特徴について説明する。92本の論

文の刊行年の傾向を示したものが図１である。図１によると，1950年代に１本目
の論文が刊行されて以降1970年まで対象となる論文が発刊されていない。その
後，1970年代から1980年代にかけては年に０～５本程度発刊され，1990年代にそ
の数は増え始め年間10本程度発刊される年もある。2000年代以降は発刊数が減少
した。10年単位の発行数は，1950年代１本，1960年代０本，1970年代18本，1980
年代15本，1990年代47本，2000年代11本の分布となっている。

図１．刊行年の特徴

刊行年の傾向本

　　　　　　　　　　出所：筆者作成
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次に，著者の傾向を確認する。本研究で収集した92本の論文の著者の傾向（論
文数３本以上）を示したものが表１である。なお，92本の論文の内３本は共著論
文であった。最も多いのが足立文彦で６本，次いで木下武人で５本となっている。

表１. 論文著者の傾向（論文数≧３）

著者 本数
1 足立　文彦 6
2 木下　武人 5
3 藤井　　茂 4
4 港　　徹雄 3
5 松永　宣明 3
6 渡辺　幸男 3
7 劉　　成基 3

　　　　　　　　　 出所：筆者作成

続いて，論文のタイトルで使用された単語の傾向についてみていく。論文タイ
トルをテキストマイニングツールKH Coder Version 3.Beta.05bを用い，抽出単
語の特定を含む前処理を行い分析した。全期間を通し「中小企業」，「国際化」が
上位（１位75回，３位27回）にある。年代別では，1950-1979年代は中小企業への

「影響」，1980年代は「アジア」への「移転」や「下請」関係，1990年代は「国際
化」や関連する「産業」，「構造」が，2000年代は「グローバル」が頻出している。

３－２．引用文献の特徴
ここで，分析対象の92本の論文が引用する文献の特徴を，先行研究の引用ネッ

トワークから確認する。分析対象論文が引用する文献のうち，分析対象92本と合
致する論文の引用・被引用関係データベースを作成した。対象論文の中で引用さ
れる論文は12本と極めて限られている。さらに，著者自身が過去に刊行した論文
を引用する傾向が高い。

12本の引用関係では研究の変遷や潮流が見いだせないため，対象論文が引用す
る全文献の傾向と特徴を探った。対象論文92本の引用文献を「論文（日本語）」（189
本），「論文（英語）」（29本），「書籍（日本語）」（255本），「書籍（英語）」（51本），
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「官庁・商工会議所・業界団体発行資料」（242本），「政府統計」（20本），「新聞・
雑誌」（77本），「その他」（51本）に分類し，図２に年代別傾向を示した。引用文
献には年代毎に傾向がみられ，1970年代は官庁・商工会議所・業界団体発行資料
の引用が45.6%と最も多く，1980年代は33.1%，2000年代は13.5%までに低下して
いる。英語の書籍・論文はそれぞれ全期間10%未満で推移している。

図２．引用文献区分ごとの年代別傾向

年代 年代 年代 年代
論文 日本語 論文 英語
書籍 日本語 書籍 英語
官庁・商工会議所・業界団体発行資料 統計
新聞・雑誌 その他

出所：筆者作成

３－３．クラスターの特定
中小企業の国際化研究の傾向や潮流，系統を明らかにするため，クラスター分

類による分析を行う。引用ネットワークでは対象論文のクラスターを特定するの
が困難であったため，92本の論文の内容を把握し，筆者間での議論後，クラスター
を特定し，図３の通りマッピングした。クラスターに分類することが出来なかっ
た９本の論文（稲永，1996；春日井，1958；木下，1985；斎藤，1993；弘中， 
2001；港，2006，2009；村松，1992；山田，1979）は，図３に掲載していない。
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図３．クラスター分析

注）#は参考文献リストの番号を指す
出所：筆者作成

４．ディスカッション
以上を踏まえ，中小企業の国際化の研究の動向と潮流について，主に，図２の

「引用文献区分ごとの年代別傾向」，図３の「クラスター分析」から考察する。
第１に，1950年代から2000年代の日本の中小企業国際化研究は，大きく「中小

企業に与える外部環境要因に関する研究」，「企業間関係と中小企業の国際化に関
する研究」，「中小企業の海外進出の傾向と成功・失敗に関する研究」，「その他」
の４つの研究潮流に分けられ，各研究潮流は年代毎にサブクラスターに分けられ
る。まずは研究潮流の中身たるサブクラスターの概要について説明する。

１つ目の研究潮流「中小企業に与える外部環境要因に関する研究」は，４つの
サブクラスターに区分される。1970年代は，物価上昇や円の切上げ，貿易摩擦，
新興国経済が中小企業経営に与える影響や対応策について「経済環境が中小企業
に与える影響」研究がなされた（飯田，1970；商工組合中央金庫，1977；新開，
1973；藤井，1973，1977；藤田，1972；牧野，1971）。1970年代後半から1980年
代中盤までは，日本経済の成長に伴う円高によって，輸出競争力を失いつつある
中小企業の対応や取引変化の「円高が中小企業に与える影響」研究がされている

（大道ら，1979；坂本，1986；下平尾，1987；藤井，1981，1987；渡辺，1979）。
1980年代初頭から90年代中頃にかけて，円高により輸出から海外生産に切り替わ
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る中小企業も現れ始め，「産業構造の変化が中小企業に与える影響」に関する研
究が進められた（足立，1991；佐藤，1981；松永，1988；渡辺，1992，1996）。
また関連して，1980年代後半から2000年代にかけて，「産業の空洞化」に関する
研究が進められた （伊藤公一，1996；坂本，1995；商工中金調査部，2003；高木 
& 土屋，1995；松永，1996；村上，1990；山田，1995；渡辺，1994）。

次に，２つ目の研究潮流「企業間関係と中小企業の国際化に関する研究」は，
３つのサブクラスターに区分することができる。物価上昇や円高，貿易摩擦によ
り大企業が海外生産を始め，その取引先である下請中小企業にも取引量の減少や
海外企業との競争にさらされた。1980年以降，これら競争下での日本企業の海外
進出による技術の獲得，日本的経営の海外移転，リーン生産方式の各国研究者に
よる分析（川上，1993；斎藤，1980；丹野，1988）などの「技術移転」研究が進
められる。1980年代中ごろから90年代後半までは，競争にさらされた背景や分業
体制・企業関係に関する「下請制度」研究が積極的に行われた（大矢，1999；小
柴，1987；佐藤，1992；林，1984；港，1994；吉田，1997）。同時期に，海外進
出した大手企業の現地調達率をあげるため，進出先国で下請け制度を作り上げる
視点（居城，1997；木下，1990，1992a，1992b；小柴，1990；髙田，1994；高橋，
1990；安田，2004；柳川，1992；山田，1994），諸外国の下請制度模倣事例分析
など（三井，1992），「下請制度の海外ネットワーク」研究が進められた。

続いて３つ目の潮流は分析対象期間全般を通して，「中小企業の海外進出の傾
向と成功・失敗に関する研究」が行われている。1970年代から2000年代にかけ，「海
外進出の成功，失敗，課題，対策」を説明する研究が行われている（足立，
1990b，1994a；伊藤，1989；伊藤賢次，1996；井上，1974；河崎，2004；増田，
1990；向山，1991；望月，2004）。1970年代から1990年までは政府や業界団体等
の統計データを中心に「中小企業の海外進出：全般」研究が進められている（油
谷，1973；伊藤公一，1990；大林，1982；商工組合中央金庫国際部，1979；松永，
1987；三宅，1973，1977）。1990年代～2000年代は，アジア・欧州への投資動向
に着目した，「中小企業の海外進出：地域別」の研究が行われている（足立，
1990a，1992，1994b；石原，2005；伊藤和栄，1990；三井，1994；森，1997；湯，
2009）。

最後に，４つ目は複数の研究が存在するが他の研究との繋がりが見いだせない
研究潮流として「その他」を分類した。「外国人採用・現地採用人材」（高城，
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1992；西澤，2003；松村，1997）や「日本の法律の変化」（有岡，1973；番場，
2001；藤田，1974；渡辺，1990），「諸外国の中小企業の動向」（木下，1988；小
牧ら，1979；苗，1996；劉，1994，1995，1998）が研究されている。

第２に引用文献の傾向変化について考察する。分析対象とした1970年代から80
年代の論文では，引用文献の３割以上が官庁・商工会議所・業界団体の発行する
資料であった。研究潮流では，外部環境の影響を中小企業がどのように受け，そ
の結果，海外進出した企業はどの程度存在し，成功・失敗・課題の傾向を主に分
析されていることが解る。以上から，1970年代から80年代の研究の傾向は，経営
学的に個別中小企業の国際化を分析するのでなく，主に中小企業を「群」や「層」
として捉え，経済学的または中小企業政策の影響を意識した研究がなされたと推
察される。加えて，英語の書籍と論文の引用はそれぞれ全期間10% 以下で海外研
究の影響はあまり受けておらず，日本独自の問題意識や研究視点から日本の中小
企業の国際化研究が展開したと考えられる。

５．小結

本研究では，日本の中小企業国際化研究にかかる日本の研究論文を体系的に整
理し，その研究潮流を確認することを目的とし，システマティック・レビューの
手法を用いた分析を行った。その結果，次の諸点を明らかにした。

第１に，日本の中小企業国際化研究は大きく「中小企業に与える外部環境要因
に関する研究」，「企業間関係と中小企業の国際化に関する研究」，「中小企業の海
外進出の傾向と成功・失敗に関する研究」，「その他」４つの研究潮流に分類する
ことが出来た。また，各研究潮流についていくつかのサブクラスターに分類し研
究動向を確認し明らかにした。

第２に，本研究が分析対象とした論文が引用する先行研究の変遷の分析からも
研究の動向を明らかにした。1970年代から80年代までは，官庁や業界団体等が発
行する資料を中心に引用しており，1990年代以降は日本語の論文や書籍がその大
半を占めるようになっている。これまで議論してきた研究潮流と引用される先行
研究の変遷から，1990年以前は主に中小企業を「群」や「層」として捉え，経済
学的または中小企業政策の影響を意識した研究として，時期ごとの中小企業を取
巻く現象の傾向を分析し解明する研究が主に行われていると言えよう。1990年以
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降は事例研究や独自の質問紙調査による中小企業の経営行動を明らかにする研究
に移行していったことが推察される。また，英語の文献の引用は本研究が対象と
した期間全般を通して10%を下回っており，日本においては海外とは異なる体系
にて中小企業の国際化・グローバリゼーション研究が深化発展してきたことが明
らかになった。

第３に，本研究で対象とした論文においても，関 （2022，p.299）が指摘して
いる通り，欧米のように引用関係をはじめとした論文に関する情報が正確に記録
されデータベース化されていないことが改めて確認された。そのため，日本の中
小企業の国際化研究においてどの研究が注目されてきたのか，中心的な役割を果
てしてきたのかを正確に把握することができない点について指摘しておかなけれ
ばならない。この点については本研究にて対象としている中小企業の国際化研究
のみならず，日本の中小企業研究全般において改善すべき重要な事項であろう。

一方で，本研究においての限界も存在する。今回，分析の対象とした論文が
2000年代までに発行された「商工金融」，「日本中小企業学会論集」，「中小企業季
報」の３つに掲載されている論文に限られている点である。これはデータベース
とした「日本の中小企業研究」が2013年以降発行されておらず，統一した基準に
基づいて分析を行うシステマティック・レビューの限界といえる。2010年以降も
含めた研究の潮流と動向は今後の課題として引き続き研究を行っていく。なお，
本研究では分析結果までに留まっており，内容の比較や考察は次の報告として研
究を続けていく。
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